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　備考　１　※印の欄には、記入しないでください。

　　　　２　取得した土地を住宅の新築時まで継続して所有している場合には、新築者の住所・氏名等の欄は記入する必要はありません。

　　　　３　減額を申告する税額の計算の欄中「平方メートル当たりの土地の価格」とあるのは、住宅の用に供する土地（宅地評価土地に限る。）の取

　　　　　得が令和９年３月31日までの間に行われたときは、「平方メートル当たりの土地の価格の２分の１に相当する額」と読み替えてください。

　　　　４　口座振込みによる還付金の受領の欄は、申請人名義の口座への振込みを希望する場合に記入してください。この場合において、口座名義人

　　　　　が連帯納税義務者のうち一方の者であるときは、他の者の委任状を添えてください。

　　　　５　減額の申告事項についてそれぞれの事実を証明する書類を添えてください。
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　次のとおり不動産取得税の減額（還付）を申告（申請）します。

１　住宅の用に供する土地の取得に対する減額申告事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法第73条の24第　　項第　　号該当
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・　  ・

　本申告（申請）を承認（不承認と）し、減額通知書（不承認通知書）を送付してよいか。　減額通知書（不承認通知書）　 第　　　     号
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